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議  案  目  録 

 

承認第1号 専決処分事項の承認について(令和5年度橋本市一般会計 

 補正予算(第11号)) ････P1 

承認第2号 専決処分事項の承認について(令和6年度橋本市一般会計 

 補正予算(第1号)) ････P6 

承認第3号 専決処分事項の承認について(令和6年度橋本市水道事業 

 会計補正予算(第1号)) ････P13 

承認第4号 専決処分事項の承認について(橋本市税条例の一部を改正 

 する条例) ････P16 

承認第5号 専決処分事項の承認について(橋本市都市計画税条例の一 

 部を改正する条例) ････P37 

承認第6号 専決処分事項の承認について(配偶者からの暴力の防止及 

 び被害者の保護等に関する法律の一部改正に伴う関係条例 

 の整理に関する条例) ････P43 

承認第7号 専決処分事項の承認について(橋本市消防団員等公務災害 

 補償条例の一部を改正する条例) ････P47 

承認第8号 専決処分事項の承認について(和解及び損害賠償の額を定 

 めることについて) ････P51 

議案第1号 令和6年度橋本市一般会計補正予算(第2号)について 

  ････P53 

議案第2号 令和6年度橋本市国民健康保険特別会計補正予算(第1号) 

 について ････P63 

議案第3号 令和6年度橋本市病院事業会計補正予算(第1号)について 

  ････P69 

 



議案第4号 橋本市職員定数条例の一部を改正する条例について 

  ････P71 

議案第5号 橋本市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する 

 条例について ････P73 

議案第6号 橋本市乳幼児医療費の支給に関する条例の一部を改正する 

 条例について ････P87 

議案第7号 橋本市子ども医療費の支給に関する条例の一部を改正する 

 条例について ････P90 

議案第8号 橋本市エコパーク「紀望の里」設置及び管理条例の一部を 

 改正する条例について ････P93 

議案第9号 橋本市長等の市に対する損害賠償責任の一部免責に関する 

 条例の一部を改正する条例について ････P95 

議案第10号 訴えの提起について ････P97 

選第1号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P98 

選第2号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P99 

選第3号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P100 

選第4号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P101 

選第5号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P102 

選第6号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P103 

選第7号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P104 

選第8号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P105 

選第9号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P106 

選第10号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P107 

選第11号 橋本市農業委員会委員の任命について ････P108 

 



承認第 1 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 令和 5年度橋本市一般会計補正予算(第 11号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、

承認を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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専決処分について 

 

 

 

 令和 5年度橋本市一般会計補正予算(第 11号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分する。 

 

 

 

令和 6 年 3 月 29 日 専決 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 5 年度 橋本市一般会計補正予算（第 11 号） 

 

令和 5 年度橋本市の一般会計補正予算（第 11 号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入予算の補正） 

第１条 歳入補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 3 月 29 日 専決 

橋本市長  平 木 哲 朗   
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承認第 2 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 1 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、

承認を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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専決処分について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 1 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分する。 

 

 

 

令和 6 年 4 月 24 日 専決 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 6 年度 橋本市一般会計補正予算（第 1 号） 

 

令和 6 年度橋本市の一般会計補正予算（第 1 号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 20,910 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 29,730,749 千円とする。 

 

２ 歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 4 月 24 日 専決 

橋本市長  平 木 哲 朗   
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承認第 3 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市水道事業会計補正予算(第 1 号)について、急施を要するた

め、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙

のとおり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告

し、承認を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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専決処分について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市水道事業会計補正予算(第 1 号)について、急施を要するた

め、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙

のとおり市長において専決処分する。 

 

 

 

令和 6 年 4 月 8 日 専決 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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第１条 令和６年度橋本市水道事業会計の補正予算（第1号）は、次に定めるところによる。

第２条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

(収入）

(支出）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第３条 予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

　令和6年4月8日　専　決

橋本市長　平木　哲朗

414,516

（単位：千円）

　（総　則）

第１款　水道事業収益

科　　　　目 既決予定額

1,853,867 11,022

第２項　営業外収益 403,494 11,022

令和６年度　橋本市水道事業会計補正予算（第1号）

1,864,889

　（債務負担行為）

（単位：千円）

科　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

計

第１款　水道事業費用 1,810,929 11,022 1,821,951

第１項　営業費用 1,709,763 11,022 1,720,785

補　正　額

科　　　　目

（１）職員給与費

（単位：千円）

既決予定額 補　正　額 計

185,232 519 185,751
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承認第 4 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 橋本市税条例の一部を改正する条例について、急施を要するため、地方自治

法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のとおり市長

において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、承認を求

める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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専決処分について 

 

 

 

 橋本市税条例の一部を改正する条例について、急施を要するため、地方自治

法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のとおり市長

において専決処分する。 

 

 

 

令和 6 年 3 月 29 日 専決 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市税条例の一部を改正する条例  

 

橋本市税条例 (平成 18年橋本市条例第70号 )の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の表中下線

の部分である。  

 

改正後 改正前 

(市民税の減免) (市民税の減免) 

第51条 略 第51条 略 

2 前項の規定により市民税の減免を受けようとする者は、納期限までに次に掲

げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証明する書類を添付

して市長に提出しなければならない。ただし、市長が、当該者が同項各号のい

ずれかに該当することが明らかであり、かつ、市民税を減免する必要があると

認める場合は、この限りでない。 

2 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は、納期限までに次に

掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証明する書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

3 第1項の規定により市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合に

は、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

3 第1項の規定によって市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合に

おいては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

(固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとする者がすべき申告) (固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとする者がすべき申告) 

第55条 略 第55条 略 

第56条 法第348条第2項第9号、第9号の2若しくは第12号の固定資産又は同項第

16号の固定資産(独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医療関係者の養

成所において直接教育の用に供するものに限る。)について同項本文の規定の

適用を受けようとする者は、土地については第1号及び第2号に、家屋について

は第3号及び第4号に、償却資産については第5号及び第6号に掲げる事項を記載

した申告書を、当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校法

(昭和24年法律第270号)第152条第5項の法人、公益社団法人若しくは公益財団

法人、宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法(昭和

23年法律第205号)第31条の公的医療機関の開設者、令第49条の10第1項に規定

する医療法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、一般社団法人(非営利型

法人(法人税法第2条第9号の2に規定する非営利型法人をいう。以下この条にお

いて同じ。)に該当するものに限る。)若しくは一般財団法人(非営利型法人に

該当するものに限る。)、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康安全機構、

第56条 法第348条第2項第9号、第9号の2若しくは第12号の固定資産又は同項第

16号の固定資産(独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医療関係者の養

成所において直接教育の用に供するものに限る。)について同項本文の規定の

適用を受けようとする者は、土地については第1号及び第2号に、家屋について

は第3号及び第4号に、償却資産については第5号及び第6号に掲げる事項を記載

した申告書を、当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校法

(昭和24年法律第270号)第64条第4項の法人、公益社団法人若しくは公益財団法

人、宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法(昭和23

年法律第205号)第31条の公的医療機関の開設者、令第49条の10第1項に規定す

る医療法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、一般社団法人(非営利型法

人(法人税法第2条第9号の2に規定する非営利型法人をいう。以下この条におい

て同じ。)に該当するものに限る。)若しくは一般財団法人(非営利型法人に該

当するものに限る。)、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康安全機構、健
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健康保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合若しく

は国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工士、

助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の養成所を設置するも

の、公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置するもの、公益社団法

人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法(昭和26年法律第285号)

第2条第1項の博物館を設置するもの又は公益社団法人若しくは公益財団法人で

学術の研究を目的とするもの(以下この条において「学校法人等」という。)の

所有に属しないものである場合においては当該土地、家屋又は償却資産を当該

学校法人等に無料で使用させていることを証明する書面を添付して、市長に提

出しなければならない。 

康保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合若しくは

国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工士、助

産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の養成所を設置するも

の、公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置するもの、公益社団法

人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法(昭和26年法律第285号)

第2条第1項の博物館を設置するもの又は公益社団法人若しくは公益財団法人で

学術の研究を目的とするもの(以下この条において「学校法人等」という。)の

所有に属しないものである場合においては当該土地、家屋又は償却資産を当該

学校法人等に無料で使用させていることを証明する書面を添付して、市長に提

出しなければならない。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

(固定資産税の減免) (固定資産税の減免) 

第71条 略 第71条 略 

2 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限までに、

次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明する

書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長が、当該者が所

有する固定資産が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、かつ、

固定資産税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

2 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

3 第1項の規定により固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合

には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

3 第1項の規定によって固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場

合においては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

(特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免) 

第139条の3 略  第139条の3 略  

2 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長が、当該者

が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当することが明らかで

あり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場合は、この限り

でない。 

2 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限ま

でに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証

明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

3 第1項の規定により特別土地保有税の減免を受けた者は、その事由が消滅した

場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

3 第1項の規定によって特別土地保有税の減免を受けた者は、その事由が消滅し

た場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

附 則 附 則 
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(個人の市民税の所得割の非課税の範囲等) (個人の市民税の所得割の非課税の範囲等) 

第5条 略 第5条 略 

(令和6年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例)  

第5条の2 所得割の納税義務者の選択により、法附則第4条の4第4項に規定する

特例損失金額(以下この項において「特例損失金額」という。)がある場合に

は、特例損失金額(同条第4項に規定する災害関連支出がある場合には、第3項

に規定する申告書の提出の日の前日までに支出したものに限る。以下この項及

び次項において「損失対象金額」という。)について、令和5年において生じた

法第314条の2第1項第1号に規定する損失の金額として、この条例の規定を適用

することができる。この場合において、第34条の2の規定により控除された金

額に係る当該損失対象金額は、その者の令和7年度以後の年度分で当該損失対

象金額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の規

定の適用については、当該損失対象金額が生じた年において生じなかったもの

とみなす。 

 

2 前項前段の場合において、第34条の2の規定により控除された金額に係る損失

対象金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第48条の6

第1項に規定する親族の有する法附則第4条の4第4項に規定する資産について受

けた損失の金額(以下この項において「親族資産損失額」という。)があるとき

は、当該親族資産損失額は、当該親族の令和7年度以後の年度分で当該親族資

産損失額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の

規定の適用については、当該親族資産損失額が生じた年において生じなかった

ものとみなす。 

 

3 第1項の規定は、令和6年度分の第36条の2第1項又は第4項の規定による申告書

(その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出され

たもの及びその時までに提出された第36条の3第1項の確定申告書を含む。)に

第1項の規定の適用を受けようとする旨の記載がある場合(これらの申告書にそ

の記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認める場合を含

む。)に限り、適用する。 

 

(特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例) (特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例) 

第6条 平成30年度から令和9年度までの各年度分の個人の市民税に限り、法附則

第4条の5第3項の規定に該当する場合における第34条の2の規定による控除につ

いては、その者の選択により、同条中「同条第1項」とあるのは「同条第1項

(第2号を除く。)」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則第4条の5第3項

第6条 平成30年度から令和9年度までの各年度分の個人の市民税に限り、法附則

第4条の4第3項の規定に該当する場合における第34条の2の規定による控除につ

いては、その者の選択により、同条中「同条第1項」とあるのは「同条第1項

(第2号を除く。)」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則第4条の4第3項
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の規定により読み替えて適用される法第314条の2第1項(第2号に係る部分に限

る。)」として、同条の規定を適用することができる。 

の規定により読み替えて適用される法第314条の2第1項(第2号に係る部分に限

る。)」として、同条の規定を適用することができる。 

(寄附金税額控除における特例控除額の特例) (寄附金税額控除における特例控除額の特例) 

第7条の4 略 第7条の4 略 

(令和6年度分の個人の市民税の特別税額控除)  

第7条の5 令和6年度分の個人の市民税に限り、法附則第5条の8第4項及び第5項

に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和6年度分特別税額控除額

を、前年の合計所得金額が1,805万円以下である所得割の納税義務者(次条及び

附則第7条の7において「特別税額控除対象納税義務者」という。)の第34条の

3、第34条の6から第34条の9まで、附則第5条第2項、附則第7条第1項、附則第7

条の3の2第1項、前条及び附則第9条の2の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

 

2 前項の規定の適用がある場合における第34条の7第2項、第47条の5第1項及び

前条の規定の適用については、第34条の7第2項及び前条中「附則第5条の6第2

項」とあるのは「附則第5条の6第2項及び第5条の8第6項」と、第47条の5第1項

中「課した」とあるのは「附則第7条の5第1項の規定の適用がないものとした

場合に課すべき」と、「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用がない

ものとした場合における前々年中」と、「、前々年中」とあるのは「、附則第

7条の5第1項の規定の適用がないものとした場合における前々年中」とする。 

 

(令和6年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例)  

第7条の6 令和6年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通知書に記

載すべき各納期の納付額については、第41条の規定にかかわらず、次に定める

ところによる。 

 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の

市民税の額(前条第1項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通

徴収に係る個人の市民税の額をいう。)、特別税額控除前の普通徴収に係る

個人の県民税の額(法附則第5条の8第1項及び第2項の規定の適用がないもの

とした場合に算出される普通徴収に係る個人の県民税の額をいう。)及び普

通徴収に係る森林環境税の額の合算額(以下この号において「特別税額控除

前の普通徴収に係る個人の住民税の額」という。)からその者の普通徴収に

係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係

る森林環境税の額の合算額を控除した額(以下この項において「普通徴収の

個人の住民税に係る特別税額控除額」という。)がその者の特別税額控除前
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の普通徴収に係る個人の住民税の額を4で除して得た金額(当該金額に1,000

円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が1,000円未満であるとき

は、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分

割金額」という。)に3を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の普通徴

収に係る個人の住民税の額から控除した残額に相当する金額(以下この項に

おいて「第1期分金額」という。)に満たない場合には、当該納税通知書に記

載すべき各納期の納付額は、第40条第1項に規定する第1期の納期(以下この

項、次項及び次条第1項において「第1期納期」という。)においてはその者

の第1期分金額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額

を控除した額とし、その他のそれぞれの納期においてはその者の分割金額と

する。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第1期分金額以上であり、かつ、その者の第1期分金額とそ

の者の分割金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべ

き各納期の納付額は、第1期納期においてはないものとし、第40条第1項に規

定する第2期の納期(以下この項及び次条第1項において「第2期納期」とい

う。)においてはその者の第1期分金額とその者の分割金額との合計額からそ

の者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、第

40条第1項に規定する第3期の納期(以下この項において「第3期納期」とい

う。)及び同条第1項に規定する第4期の納期(以下この項において「第4期納

期」という。)においてはその者の分割金額とする。 

 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第1期分金額とその者の分割金額との合計額以上であり、

かつ、その者の第1期分金額とその者の分割金額に2を乗じて得た金額との合

計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、

第1期納期及び第2期納期においてはないものとし、第3期納期においてはそ

の者の第1期分金額とその者の分割金額に2を乗じて得た金額との合計額から

その者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、

第4期納期においてはその者の分割金額とする。 

 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額がその者の第1期分金額とその者の分割金額に2を乗じて得た金額との

合計額以上である場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額

は、第1期納期、第2期納期及び第3期納期においてはないものとし、第4期納

期においてはその者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個
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人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額とする。 

2 令和6年度分の個人の市民税(第1期納期から第47条第1項の規定により普通徴

収の方法によって徴収されることとなったものを除く。)を同項の規定により

普通徴収の方法によって徴収する場合については、前項の規定は、適用しな

い。 

 

(令和6年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例)  

第7条の7 令和6年度分の個人の市民税に限り、第47条の2第1項の規定により特

別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税

(第3項において「年金所得に係る特別徴収の個人の市民税」という。)の額及

び同条第2項の規定により普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係

る所得に係る個人の市民税の額については、次に定めるところによる。 

 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人の

市民税の額(附則第7条の5第1項の規定の適用がないものとした場合に算出さ

れる第47条の2第1項に規定する前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割

額及び均等割額(これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下こ

の号及び第5号において同じ。)の合算額(以下この号及び第5号において「年

金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額」という。)をいう。以下この

号及び第3項第1号において同じ。)からその者の年金所得に係る所得割額及

び均等割額の合算額を控除した額(以下この項及び第3項において「年金所得

に係る個人の市民税に係る特別税額控除額」という。)がその者の特別税額

控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額(特別税額控除前の年金所得に係

る個人の市民税の額から特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額

(特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額の2分の1に相当する額

をいう。以下この号において同じ。)を控除した額をいう。以下この号にお

いて同じ。)を2で除して得た金額(当該金額に1,000円未満の端数があると

き、又は当該金額の全額が1,000円未満であるときは、その端数金額又はそ

の全額を切り捨てた金額。以下この項において「第2期分金額」という。)を

その者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額から控除した残

額に相当する金額(以下この項において「第1期分金額」という。)に満たな

い場合には、第1期納期及び第2期納期に普通徴収の方法によって徴収すべき

公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額(以下この項において「普通

徴収対象税額」という。)並びに第47条の3に規定する特別徴収対象年金給付

の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得

に係る個人の市民税の額(以下この項及び第3項において「特別徴収対象税
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額」という。)は、第1期納期においてはその者の第1期分金額からその者の

年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当す

る税額、第2期納期においてはその者の第2期分金額に相当する税額、当該年

度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの間においてはその者の特

別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額を3で除して得た金額(当該

金額に100円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が100円未満である

ときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において

「分割金額」という。)に2を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特

別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額(以下この

項において「10月分金額」という。)に相当する税額、同年12月1日から翌年

の3月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第1期分金額以上であり、かつ、その者の第1期分金額

とその者の第2期分金額との合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額

及び特別徴収対象税額は、第1期納期における税額はないものとし、第2期納

期においてはその者の第1期分金額とその者の第2期分金額との合計額からそ

の者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に

相当する税額、当該年度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの間

においてはその者の10月分金額に相当する税額、同年12月1日から翌年の3月

31日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第1期分金額とその者の第2期分金額との合計額以上で

あり、かつ、その者の第1期分金額、その者の第2期分金額及びその者の10月

分金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税

額は、第1期納期及び第2期納期における税額はないものとし、当該年度の初

日の属する年の10月1日から11月30日までの間においてはその者の第1期分金

額、その者の第2期分金額及びその者の10月分金額の合計額からその者の年

金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する

税額、同年12月1日から翌年の3月31日までの間においてはその者の分割金額

に相当する税額とする。 

 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第1期分金額、その者の第2期分金額及びその者の10月

分金額の合計額以上であり、かつ、その者の第1期分金額、その者の第2期分

金額、その者の10月分金額及びその者の分割金額の合計額に満たない場合に
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は、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第1期納期及び第2期納期並

びに当該年度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの間における税

額はないものとし、同年12月1日から翌年の1月31日までの間においてはその

者の第1期分金額、その者の第2期分金額、その者の10月分金額及びその者の

分割金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額

控除額を控除した残額に相当する税額、同年2月1日から3月31日までの間に

おいてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の第1期分金額、その者の第2期分金額、その者の10月分

金額及びその者の分割金額の合計額以上である場合には、普通徴収対象税額

及び特別徴収対象税額は、第1期納期及び第2期納期並びに当該年度の初日の

属する年の10月1日から翌年の1月31日までの間における税額はないものと

し、同年2月1日から3月31日までの間においてはその者の年金所得に係る所

得割額及び均等割額の合算額に相当する税額とする。 

 

2 前項の規定の適用がある場合における第47条の4の規定の適用については、同

条第2項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の10月1

日から翌年の3月31日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特

別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「附則第7条

の7第1項各号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

 

3 令和6年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の市民税

の額(第1項の規定の適用があるものを除く。)については、次に定めるところ

による。 

 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額

(特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から第47条の5第1項に

規定する年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額をいう。以下この号に

おいて同じ。)を3で除して得た金額(当該金額に100円未満の端数があると

き、又は当該金額の全額が100円未満であるときは、その端数金額又はその

全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。)に2を乗

じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額

から控除した残額に相当する金額(以下この項において「10月分金額」とい

う。)に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する

年の10月1日から11月30日までの間においてはその者の10月分金額からその

者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相
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当する税額、同年12月1日から翌年の3月31日までの間においてはその者の分

割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の10月分金額以上であり、かつ、その者の10月分金額と

その者の分割金額との合計額に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当

該年度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの間における税額はな

いものとし、同年12月1日から翌年の1月31日までの間においてはその者の10

月分金額とその者の分割金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の

市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年2月1日か

ら3月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別

税額控除額がその者の10月分金額とその者の分割金額との合計額以上である

場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の10月1日から

翌年の1月31日までの間における税額はないものとし、同年2月1日から3月31

日までの間においてはその者の第47条の5第2項の規定により読み替えられた

第47条の2第1項に規定する年金所得に係る特別徴収税額に相当する税額とす

る。 

 

4 前項の規定の適用がある場合における第47条の4の規定の適用については、同

条第2項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の10月1

日から翌年の3月31日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特

別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「附則第7条

の7第3項各号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

 

5 令和6年度分の個人の市民税につき第47条の6第1項の規定の適用がある場合に

ついては、前各項の規定は、適用しない。 

 

(令和7年度分の個人の市民税の特別税額控除)  

第7条の8 令和7年度分の個人の市民税に限り、法附則第5条の12第3項及び第4項

に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和7年度分特別税額控除額

を、同条第3項に規定する特別税額控除対象納税義務者の第34条の3、第34条の

6から第34条の9まで、附則第5条第2項、附則第7条第1項、附則第7条の3の2第1

項、附則第7条の4及び附則第9条の2の規定を適用した場合の所得割の額から控

除する。 

 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例) (肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例) 

第8条 略 第8条 略 
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2 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第6条第5項に規定す

る場合において、第36条の2第1項の規定による申告書に肉用牛の売却に係る租

税特別措置法第25条第2項第2号に規定する事業所得の明細に関する事項の記載

があるときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税の所得割の額は、第33

条から第34条の3まで、第34条の6から第34条の8まで、附則第7条第1項、附則

第7条の3第1項、附則第7条の3の2第1項及び附則第7条の4の規定にかかわら

ず、法附則第6条第5項各号に掲げる金額の合計額とすることができる。 

2 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第6条第5項に規定す

る場合において、第36条の2第1項の規定による申告書に肉用牛の売却に係る租

税特別措置法第25条第2項第2号に規定する事業所得の明細に関する事項の記載

があるときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税の所得割の額は、第33

条から第34条の3まで、第34条の6から第34条の8まで、附則第7条第1項、附則

第7条の3第1項、附則第7条の3の2第1項及び前条の規定にかかわらず、法附則

第6条第5項各号に掲げる金額の合計額とすることができる。 

3 前項の規定の適用がある場合における第34条の9第1項、附則第7条の5第1項及

び前条の規定の適用については、第34条の9第1項中「前3条」とあるのは「前3

条並びに附則第8条第2項」と、附則第7条の5第1項中「前条及び」とあるのは

「前条、附則第8条第2項及び」と、前条中「附則第7条の4及び」とあるのは

「附則第7条の4、次条第2項及び」とする。 

3 前項の規定の適用がある場合における第34条の9第1項の規定の適用について

は、同項中「前3条」とあるのは、「前3条並びに附則第8条第2項」とする。 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) (法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) 

第10条の2 略 第10条の2 略 

2 略 2 略 

3 法附則第15条第14項に規定する設備について同号に規定する市町村の条例で

定める割合は2分の1とする。 

 

4～7 略 3～6 略 

8 法附則第15条第25項第2号に規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は7分の6とする。 

 

9 法附則第15条第25項第3号イに規定する設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は4分の3とする。 

7 法附則第15条第25項第2号イに規定する設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は4分の3とする。 

10 法附則第15条第25項第3号ロに規定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は4分の3とする。 

8 法附則第15条第25項第2号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は4分の3とする。 

11 法附則第15条第25項第3号ハに規定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は4分の3する。 

9 法附則第15条第25項第2号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は4分の3する。 

12 法附則第15条第25項第4号イに規定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は2分の1とする。 

10 法附則第15条第25項第3号イに規定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は2分の1とする。 

13 法附則第15条第25項第4号ロに規定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は2分の1とする。 

11 法附則第15条第25項第3号ロに規定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は2分の1とする。 

14 法附則第15条第25項第4号ハに規定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は2分の1とする。 

12 法附則第15条第25項第3号ハに規定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は2分の1とする。 

15 略 13 略 
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 14 法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は2分の1とする。 

16 法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 15 法附則第15条第33項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 

17 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 16 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 

18 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は2分の1とする。  

19 法附則第15条第41項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の1とする。 17 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の1とする。 

20 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 18 法附則第15条第43項に規定する市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

21・22 略  19・20 略  

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がす

べき申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がす

べき申告) 

第10条の3 略 第10条の3 略 

2 略 2 略 

3 市長は、法附則第15条の7第1項又は第2項の認定長期優良住宅のうち区分所有

に係る住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、長期

優良住宅の普及の促進に関する法律(平成20年法律第87号)第5条第4項に規定す

る管理者等から、法附則第15条の7第3項に規定する期間内に施行規則附則第7

条第4項に規定する書類の提出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附

則第15条の7第1項又は第2項に規定する要件に該当すると認められるときは、

前項の規定にかかわらず、同条第1項又は第2項の規定を適用することができ

る。 

 

4～7 略 3～6 略 

8 法附則第15条の9第4項の高齢者等居住改修住宅又は同条第5項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第4

項に規定する居住安全改修工事が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第7条第9項各号に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

7 法附則第15条の9第4項の高齢者等居住改修住宅又は同条第5項の高齢者等居住

改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第4

項に規定する居住安全改修工事が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第7条第8項各号に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

(1)～(7) 略 (1)～(7) 略 

9 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修等住宅又は同条第10項の熱損失防止

改修等専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第

9項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から3月以内に、次に掲げる

事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第10項各号に掲げる書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

8 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修等住宅又は同条第10項の熱損失防止

改修等専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第

9項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から3月以内に、次に掲げる

事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第9項各号に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 
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10 法附則第15条の9の2第1項に規定する特定耐震基準適合住宅について、同項

の規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改

修が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第7条第11項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

9 法附則第15条の9の2第1項に規定する特定耐震基準適合住宅について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修

が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第7条第10項各号に規定する書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

11 法附則第15条の9の2第4項に規定する特定熱損失防止改修等住宅又は同条第5

項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、法附則第15条の9第9項に規定する熱損失防止改修工

事等が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第7条第12項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

10 法附則第15条の9の2第4項に規定する特定熱損失防止改修等住宅又は同条第5

項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、法附則第15条の9第9項に規定する熱損失防止改修工

事等が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第7条第11項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

12 法附則第15条の9の3第1項に規定する特定マンションに係る区分所有に係る

家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンション

に係る同項に規定する工事が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第7条第17項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

11 法附則第15条の9の3第1項に規定する特定マンションに係る区分所有に係る

家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンション

に係る同項に規定する工事が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第7条第16項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

13 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了した日から

3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第18項に規

定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する

法律(平成7年法律第123号)第7条又は附則第3条第1項の規定による報告の写し

及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすこと

を証する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

12 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了した日から

3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第17項に規

定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する

法律(平成7年法律第123号)第7条又は附則第3条第1項の規定による報告の写し

及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすこと

を証する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 施行規則附則第7条第18項に規定する補助の算定の基礎となった当該耐震

基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(5) 施行規則附則第7条第17項に規定する補助の算定の基礎となった当該耐震

基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(6) 略 (6) 略 

(土地に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産税の

特例に関する用語の意義) 

(土地に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税の

特例に関する用語の意義) 

第11条 略 第11条 略 
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(令和7年度又は令和8年度における土地の価格の特例) (令和4年度又は令和5年度における土地の価格の特例) 

第11条の2 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を有す

ると認められる地域において地価が下落し、かつ、市長が土地の修正前の価格

(法附則第17条の2第1項に規定する修正前の価格をいう。)を当該年度分の固定

資産税の課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認め

る場合における当該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第61条の規

定にかかわらず、令和7年度分又は令和8年度分の固定資産税に限り、当該土地

の修正価格(法附則第17条の2第1項に規定する修正価格をいう。)で土地課税台

帳等に登録されたものとする。 

第11条の2 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を有す

ると認められる地域において地価が下落し、かつ、市長が土地の修正前の価格

(法附則第17条の2第1項に規定する修正前の価格をいう。)を当該年度分の固定

資産税の課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認め

る場合における当該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第61条の規

定にかかわらず、令和4年度分又は令和5年度分の固定資産税に限り、当該土地

の修正価格(法附則第17条の2第1項に規定する修正価格をいう。)で土地課税台

帳等に登録されたものとする。 

2 法附則第17条の2第2項に規定する令和7年度適用土地又は令和7年度類似適用

土地であって、令和8年度分の固定資産税について前項の規定の適用を受けな

いこととなるものに対して課する同年度分の固定資産税の課税標準は、第61条

の規定にかかわらず、修正された価格(法附則第17条の2第2項に規定する修正

された価格をいう。)で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

2 法附則第17条の2第2項に規定する令和4年度適用土地又は令和4年度類似適用

土地であって、令和5年度分の固定資産税について前項の規定の適用を受けな

いこととなるものに対して課する同年度分の固定資産税の課税標準は、第61条

の規定にかかわらず、修正された価格(法附則第17条の2第2項に規定する修正

された価格をいう。)で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

(宅地等に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産税

の特例) 

(宅地等に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税

の特例) 

第12条 宅地等に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等の当該年度分

の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格(当該宅地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同

じ。)に100分の5を乗じて得た額を加算した額(当該宅地等が当該年度分の固定

資産税について法第349条の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用

を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額)を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額(以下「宅地等調整固定資産税額」という。)を超

える場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

第12条 宅地等に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等の当該年度分

の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格(当該宅地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同

じ。)に100分の5(商業地等に係る令和4年度分の固定資産税にあっては、100分

の2.5)を乗じて得た額を加算した額(令和3年度分の固定資産税にあっては、前

年度分の固定資産税の課税標準額)(当該宅地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該

宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額(以下「宅地等調整固定資産税額」という。)を超える場合に

は、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和6年度から令和8年度までの各

年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該商

業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の6を

乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3

2 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和4年度分及び令和5年度分の宅

地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該商業地等に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得た

額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は附則第
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又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産

税額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額を超え

る場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和6年度から令和8年度までの各年

度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の2を乗じ

て得た額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は附

則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該

額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額に満た

ない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

3 第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和4年度分及び令和5年度分の宅地

等調整固定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の2を乗じて得た額(当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は附則第15条から

第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額に満たない場合に

は、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下のもの

に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産税の額は、第1項の

規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の

固定資産税の課税標準額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法

第349条の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定資産税額(以下「商業地等据置固定資産税

額」という。)とする。 

4 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下のもの

に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税の額は、第1項の

規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の

固定資産税の課税標準額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法

第349条の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定める率

を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定資産税額(以下「商業地等据置固定資産税

額」という。)とする。 

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるものに係る

令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産税の額は、第1項の規定に

かかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当

該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額(以下「商業地等調整固定資産税額」という。)とする。 

5 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるものに係る

令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税の額は、第1項の規定に

かかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当

該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額(以下「商業地等調整固定資産税額」という。)とする。 

(用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する令和6年度から令和8

年度までの各年度分の固定資産税の特例) 

(用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する令和3年度から令和5

年度までの各年度分の固定資産税の特例) 

第12条の2 地方税法等の一部を改正する法律(令和6年法律第4号)附則第21条第1

項の規定により、令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産税につい

ては、法附則第18条の3の規定は、適用しない。 

第12条の2 地方税法等の一部を改正する法律(令和3年法律第7号)附則第14条第1

項の規定により、令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税につい

ては、法附則第18条の3の規定は、適用しない。 
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(農地に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産税の

特例) 

(農地に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税の

特例) 

第13条 農地に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該農地に係る当該年度分

の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額(当該農地が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3又は附則第15条から第15条の3までの規

定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準

の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当該農地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資

産税額(以下「農地調整固定資産税額」という。)を超える場合には、当該農地

調整固定資産税額とする。 

第13条 農地に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産税の額

は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税額が、当該農地に係る当該年度分

の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額(当該農地が当該年度

分の固定資産税について法第349条の3又は附則第15条から第15条の3までの規

定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額。以下この項において同じ。)に、当該農地の当該年度の次

の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を

乗じて得た額(令和3年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の

課税標準額)を当該農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額(以下「農地調整固定資産税額」という。)

を超える場合には、当該農地調整固定資産税額とする。 

 

略 
 

略 

(特別土地保有税の課税の特例) (特別土地保有税の課税の特例) 

第15条 附則第12条第1項から第5項までの規定の適用がある宅地等(附則第11条

第2号に掲げる宅地等をいうものとし、法第349条の3、第349条の3の2又は附則

第15条から第15条の3までの規定の適用がある宅地等を除く。)に対して課する

令和6年度から令和8年度までの各年度分の特別土地保有税については、第137

条第1号及び第140条の5中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格」とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る附則第12条第1項から第5項

までに規定する課税標準となるべき額」とする。 

第15条 附則第12条第1項から第5項までの規定の適用がある宅地等(附則第11条

第2号に掲げる宅地等をいうものとし、法第349条の3、第349条の3の2又は附則

第15条から第15条の3までの規定の適用がある宅地等を除く。)に対して課する

令和3年度から令和5年度までの各年度分の特別土地保有税については、第137

条第1号及び第140条の5中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格」とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る附則第12条第1項から第5項

までに規定する課税標準となるべき額」とする。 

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成18年1月1日

から令和9年3月31日までの間にされたものに対して課する特別土地保有税につ

いては、第137条第2号中「不動産取得税の課税標準となるべき価格」とあるの

は「不動産取得税の課税標準となるべき価格(法附則第11条の5第1項の規定の

適用がないものとした場合における課税標準となるべき価格をいう。)に2分の

1を乗じて得た額」とし、「令第54条の38第1項に規定する価格」とあるのは

「令第54条の38第1項に規定する価格(法附則第11条の5第1項の規定の適用がな

いものとした場合における価格をいう。)に2分の1を乗じて得た額」とする。 

2 法附則第11条の5第1項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成18年1月1日

から令和6年3月31日までの間にされたものに対して課する特別土地保有税につ

いては、第137条第2号中「不動産取得税の課税標準となるべき価格」とあるの

は「不動産取得税の課税標準となるべき価格(法附則第11条の5第1項の規定の

適用がないものとした場合における課税標準となるべき価格をいう。)に2分の

1を乗じて得た額」とし、「令第54条の38第1項に規定する価格」とあるのは

「令第54条の38第1項に規定する価格(法附則第11条の5第1項の規定の適用がな

いものとした場合における価格をいう。)に2分の1を乗じて得た額」とする。 

3～5 略 3～5 略 

(上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例) (上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例) 

第16条の3 略  第16条の3 略 
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2 略 2 略 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第16条の3第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例) (土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例) 

第16条の4 略 第16条の4 略 

2 略 2 略 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第16条の4第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

4 略 4 略 

(長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例) (長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例) 

第17条 略 第17条 略 

2 略  2 略  

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第17条第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

(短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例) (短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例) 

第18条 略 第18条 略 

2～4 略 2～4 略 

5 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 5 第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 第34条の6から第34条の8まで、第34条の9第1項、附則第7条第1項、附則

第7条の3第1項及び附則第7条の3の2第1項の規定の適用については、第34条

の6中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第18条第1項の規定に

(2) 第34条の6から第34条の8まで、第34条の9第1項、附則第7条第1項及び附

則第7条の3の2第1項の規定の適用については、第34条の6中「所得割の額」

とあるのは「所得割の額及び附則第18条第1項の規定による市民税の所得割
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よる市民税の所得割の額」と、第34条の7第1項前段、第34条の8、第34条の9

第1項、附則第7条第1項、附則第7条の3第1項及び附則第7条の3の2第1項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第18条第1項の規定によ

る市民税の所得割の額」と、第34条の7第1項後段中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第18条第1項の規定による市民税の所得割の額の合

計額」とする。 

の額」と、第34条の7第1項前段、第34条の8、第34条の9第1項、附則第7条第

1項、附則第7条の3第1項及び附則第7条の3の2第1項中「所得割の額」とある

のは「所得割の額並びに附則第18条第1項の規定による市民税の所得割の

額」と、第34条の7第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び

附則第18条第1項の規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

(3)・(4) 略 (3)・(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第18条第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例) (一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例) 

第19条 略 第19条 略 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第19条第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

(先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例) (先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例) 

第20条 略 第20条 略 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第20条第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例) (特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例) 

第20条の2 略 第20条の2 略 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第20条の2第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

3・4 略 3・4 略 
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5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第20条の2第3項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例) (条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例) 

第20条の3 略 第20条の3 略 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第20条の3第1項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

3・4 略 3・4 略 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第7条の5及び附則第7条の8の規定の適用については、附則第7条の5

第1項及び附則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに

附則第20条の3第3項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

6 略 6 略 

  

附  則  

(施行期日 ) 

第 1条  この条例は、令和 6年 4月 1日から施行する。ただし、第56条の改正規定は、令和 7年 4月 1日から施行す

る。  

(固定資産税に関する経過措置) 

第 2条  別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の橋本市税条例の規定中固定資産税に関する部

分は、令和6年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和5年度分までの固定資産税については、な

お従前の例による。  

2 令和 2年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの間に新たに取得された地方税法等の一部を改正する法律(令和 6年
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法律第4号 )第 1条の規定による改正前の地方税法(昭和 25年法律第 226号。次項及び第 4項において「旧法」と

いう。)附則第 15条第 25項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税について

は、なお従前の例による。  

3 平成 29年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの間に受けた旧法附則第15条第 32項に規定する政府の補助に係る

同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従

前の例による。  

4 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律(令和 2年法律第 43号 )の施行の日から令和6年 3月 31日までの間

に整備された旧法附則第15条第 39項に規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課す

る固定資産税については、なお従前の例による。  

-36-



承認第 5 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 橋本市都市計画税条例の一部を改正する条例について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、

承認を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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専決処分について 

 

 

 

 橋本市都市計画税条例の一部を改正する条例について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分する。 

 

 

 

令和 6 年 3 月 29 日 専決 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市都市計画税条例の一部を改正する条例  

 

橋本市都市計画税条例(平成 18年橋本市条例第72号 )の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の

表中下線の部分である。  

 

改 正 後  改 正 前  

附 則 附 則 

1～1の3 略 1～1の3 略 

(法附則第15条第14項の条例で定める割合) (法附則第15条第32項の条例で定める割合) 

2 法附則第15条第14項に規定する市町村の条例で定める割合は2分の1とする。 2 法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は2分の1とする。 

(法附則第15条第32項の条例で定める割合) (法附則第15条第33項の条例で定める割合) 

3 法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 3 法附則第15条第33項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 

(法附則第15条第37項の条例で定める割合) (法附則第15条第38項の条例で定める割合) 

4 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 4 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は3分の2とする。 

(法附則第15条第38項の条例で定める割合)  

5 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は2分の1とする。  

(法附則第15条第42項の条例で定める割合) (法附則第15条第43項の条例で定める割合) 

6 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 5 法附則第15条第43項に規定する市町村の条例で定める割合は4分の3とする。 

(宅地等に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税

の特例) 

(宅地等に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の都市計画税

の特例) 

7 宅地等に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の額は、

当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の当該年度分の都

市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格(当該宅地等が当該年度分の都

市計画税について法第702条の3の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下同じ。)に100分の5を乗じて得

た額を加算した額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の

3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合にお

6 宅地等に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の都市計画税の額は、

当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の当該年度分の都

市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格(当該宅地等が当該年度分の都

市計画税について法第702条の3の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下同じ。)に100分の5(商業地等に

係る令和4年度分の都市計画税にあっては、100分の2.5)を乗じて得た額を加算

した額(令和3年度分の都市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標

準額)(当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3(第18項を

除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等である
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ける都市計画税額(以下「宅地等調整都市計画税額」という。)を超える場合に

は、当該宅地等調整都市計画税額とする。 

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計

画税額(以下「宅地等調整都市計画税額」という。)を超える場合には、当該宅

地等調整都市計画税額とする。 

8 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和6年度から令和8年度までの各

年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該

商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の6

を乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条

の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受け

る商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)

を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし

た場合における都市計画税額を超える場合には、前項の規定にかかわらず、

当該都市計画税額とする。 

7 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和4年度分及び令和5年度分の宅

地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該商業地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得

た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3(第18項

を除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額を超える場合には、前項の規定にかかわらず、当該都市計

画税額とする。 

9 附則第6項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和6年度から令和8年度までの

各年度分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の2を

乗じて得た額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3(第

18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等

であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における

都市計画税額に満たない場合には、附則第6項の規定にかかわらず、当該都市

計画税額とする。 

8 附則第6項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和4年度分及び令和5年度分の

宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等調整都市計画税額が、当該宅地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格に10分の2を乗じて得た

額(当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3(第18項を除

く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画

税額に満たない場合には、附則第6項の規定にかかわらず、当該都市計画税額

とする。 

10 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下のもの

に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の額は、附則第6

項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度

分の都市計画税の課税標準額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の

適用を受ける商業地等であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「商業地等据置都市計画

税額」という。)とする。 

9 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下のもの

に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の都市計画税の額は、附則第6

項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度

分の都市計画税の課税標準額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税につい

て法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3までの規定の

適用を受ける商業地等であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「商業地等据置都市計画

税額」という。)とする。 

11 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるものに係

る令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の額は、附則第6項の

規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

10 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるものに係

る令和3年度から令和5年度までの各年度分の都市計画税の額は、附則第6項の

規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と
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なるべき価格に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「商業地等調整都市計画

税額」という。)とする。 

なるべき価格に10分の7を乗じて得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の3まで

の規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「商業地等調整都市計画

税額」という。)とする。 

(農地に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の

特例) 

(農地に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の都市計画税の

特例) 

12 農地に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税の額は、当

該農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該農地に係る当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額(当該農地が当該年度分の固

定資産税について法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の

3までの規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額)に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げ

る負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額を当

該農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける都市計画税額(以下「農地調整都市計画税額」という。)を超える場合に

は、当該農地調整都市計画税額とする。 

11 農地に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の都市計画税の額は、当

該農地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該農地に係る当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額(当該農地が当該年度分の固

定資産税について法第349条の3(第18項を除く。)又は附則第15条から第15条の

3までの規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額。以下この項において同じ。)に、当該農地の当

該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負

担調整率を乗じて得た額(令和3年度分の都市計画税にあっては、前年度分の都

市計画税の課税標準額)を当該農地に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額(以下「農地調整都市計画税

額」という。)を超える場合には、当該農地調整都市計画税額とする。 

 

略 
 

略 

13 附則第6項及び第8項の「宅地等」とは法附則第17条第2号に、附則第6項及び

第9項の「前年度分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第25条第6項におい

て読み替えて準用される法附則第18条第6項に、附則第7項、第9項及び第10項

の「商業地等」とは法附則第17条第4号に、附則第9項から第11項までの「負担

水準」とは法附則第17条第8号ロに、附則第11項の「農地」とは法附則第17条

第1号に、同項の「前年度分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第26条第2

項において読み替えて準用される法附則第18条第6項に規定するところによ

る。 

12 附則第6項及び第8項の「宅地等」とは法附則第17条第2号に、附則第6項及び

第9項の「前年度分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第25条第6項におい

て読み替えて準用される法附則第18条第6項に、附則第6項、第7項、第9項及び

第10項の「商業地等」とは法附則第17条第4号に、附則第9項から第11項までの

「負担水準」とは法附則第17条第8号ロに、附則第11項の「農地」とは法附則

第17条第1号に、同項の「前年度分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第

26条第2項において読み替えて準用される法附則第18条第6項に規定するところ

による。 

14 法附則第15条第1項、第9項、第13項から第15項まで、第17項、第19項、第24

項、第31項、第32項、第34項、第37項、第38項、第42項若しくは第45項、第15

条の3又は第63条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第2条第2

項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は附則第15条から第15条の

3まで若しくは第63条」とする。 

13 法附則第15条第1項、第9項、第13項、第15項、第17項、第19項、第24項、第

31項から第33項まで、第35項、第38項、第39項、第43項若しくは第46項、第15

条の3又は第63条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り、第2条第2

項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は附則第15条から第15条の

3まで若しくは第63条」とする。 
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(用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する令和6年度から令和8

年度までの各年度分の都市計画税の特例) 

(用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する令和3年度から令和5

年度までの各年度分の都市計画税の特例) 

15 地方税法等の一部を改正する法律(令和6年法律第4号)附則第21条第1項の規

定により、令和6年度から令和8年度までの各年度分の都市計画税については、

法附則第25条の3の規定は、適用しない。 

14 地方税法等の一部を改正する法律(令和3年法律第7号)附則第14条第1項の規

定により、令和3年度から令和5年度までの各年度分の都市計画税については、

法附則第25条の3の規定は、適用しない。 

  

附  則  

(施行期日 ) 

1 この条例は、令和6年 4月 1日から施行する。  

(経過措置 ) 

2 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の橋本市都市計画税条例の規定は、令和 6年度以後の

年度分の都市計画税について適用し、令和5年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。  

3 平成 29年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの間に受けた地方税法等の一部を改正する法律(令和 6年法律第 4

号 )第 1条の規定による改正前の地方税法(昭和 25年法律第 226号。次項において「旧法」という。 )附則第 15

条第 32項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固定資産に対して

課する都市計画税については、なお従前の例による。  

4 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律(令和 2年法律第 43号 )の施行の日から令和6年 3月 31日までの間

に整備された旧法附則第15条第 39項に規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課す

る都市計画税については、なお従前の例による。  
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承認第 6 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部改正に伴う

関係条例の整理に関する条例について、急施を要するため、地方自治法(昭和

22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のとおり市長において

専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、承認を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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専決処分について 

 

 

 

 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部改正に伴う

関係条例の整理に関する条例について、急施を要するため、地方自治法(昭和

22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づき、別紙のとおり市長において

専決処分する。 

 

 

 

令和 6 年 3 月 29 日 専決 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

(橋本市ひとり親家庭医療費の支給に関する条例の一部改正) 

第 1 条 橋本市ひとり親家庭医療費の支給に関する条例(平成 18 年橋本市条例第 137 号)の一部を次のように改正する。なお、

改正部分は、次の表中下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

 (定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に 

 定めるところによる。 

(1) 略 

(2) 「配偶者のない男子又は女子」とは、配偶者(婚姻の届出をして 

いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。)と死別した男子又は女子であって現に婚姻(婚姻の届出をして

いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。以下同

じ。)をしていない者及びこれに準ずる次に掲げる男子又は女子をい

う。ただし、児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 6 条の 4 に規

定する里親は、除くものとする。 

   ア～カ 略 

キ 配偶者が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する 

法律(平成 13 年法律第 31 号)第 10 条第 1 項又は第 10 条の 2 の規

定による命令を受けている男子又は女子であって、当該命令の申

立てを行ったもの 

 (3)～(8) 略 

 

 (定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に 

 定めるところによる。 

(1) 略 

(2) 「配偶者のない男子又は女子」とは、配偶者(婚姻の届出をして 

いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。)と死別した男子又は女子であって現に婚姻(婚姻の届出をして

いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。以下同

じ。)をしていない者及びこれに準ずる次に掲げる男子又は女子をい

う。ただし、児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 6 条の 4 に規定

する里親は、除くものとする。 

   ア～カ 略 

キ 配偶者が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する 

法律(平成 13 年法律第 31 号。以下「DV 防止法」という。)第 10

条第 1 項の規定による命令を受けている男子又は女子であって、

当該命令の申立てを行ったもの 

 (3)～(8) 略 

 

 (橋本市営住宅設置及び管理条例の一部改正) 

第 2 条 橋本市営住宅設置及び管理条例(平成 18 年橋本市条例第 210 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次

の表中下線の部分である。 
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改正後 改正前 

(入居者の資格) 

第 6 条 略 

2 前項に規定する特例単身者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。ただし、身体上又は精神上著しい障がいがあるために常時の介護を

必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることができず、又は受ける

ことが困難であると認められる者を除く。 

(1)～(7) 略 

(8) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(平成 

13 年法律第 31 号。以下「配偶者暴力防止等法」という。)第 1 条第

2 項に規定する被害者でア又はイのいずれかに該当するもの 

ア 略 

イ 配偶者暴力防止等法第 10 条第 1 項又は第 2 項(配偶者暴力防止

等法第 28 条の 2 において準用する場合を含む。)の規定により裁

判所がした命令の申立てを行った者で当該命令がその効力を生じ

た日から起算して 5 年を経過していないもの 

(9) 略 

3～5 略 

 

(入居者の資格) 

第 6 条 略 

2 前項に規定する特例単身者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。ただし、身体上又は精神上著しい障がいがあるために常時の介護を

必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることができず、又は受ける

ことが困難であると認められる者を除く。 

(1)～(7) 略 

(8) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律(平成 13 

年法律第 31 号。以下「配偶者暴力防止等法」という。)第 1 条第 2

項に規定する被害者でア又はイのいずれかに該当するもの 

ア 略 

イ 配偶者暴力防止等法第 10 条第 1 項の規定により裁判所がした命

令の申立てを行った者で当該命令がその効力を生じた日から起算

して 5 年を経過していないもの 

 

(9) 略 

3～5 略 

 

附 則 

この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 
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承認第 7 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 橋本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について、急施を

要するため、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づ

き、別紙のとおり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議

会に報告し、承認を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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専決処分について 

 

 

 

 橋本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について、急施を

要するため、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第１項の規定に基づ

き、別紙のとおり市長において専決処分する。 

 

 

 

令和 6 年 3 月 29 日 専決 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例  

 

橋本市消防団員等公務災害補償条例 (平成 18年橋本市条例第224号 )の一部を次のように改正する。なお、改正

部分は、次の表中下線の部分である。  

 

改 正 後  改 正 前  

(補 償 基 礎 額 ) 

第 5 条  略  

2 前 項 の 補 償 基 礎 額 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

(1) 略  

(2) 消 防 作 業 従 事 者 、救 急 業 務 協 力 者 若 し く は 水 防 従 事 者 又

は 応 急 措 置 従 事 者 (以 下 「 消 防 作 業 従 事 者 等 」 と い う 。 )が

消 防 作 業 等 に 従 事 し 、 若 し く は 救 急 業 務 に 協 力 し 、 又 は 応

急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た こ と に よ り 死 亡 し 、 負 傷 し 、 若 し

く は 疾 病 に か か り 、 又 は 消 防 作 業 等 に 従 事 し 、 若 し く は 救

急 業 務 に 協 力 し 、 又 は 応 急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た こ と に よ

る 負 傷 若 し く は 疾 病 に よ り 死 亡 し 、 若 し く は 障 害 の 状 態 と

な っ た 場 合 に は 、 9,100 円 と す る 。 た だ し 、 そ の 額 が 、 そ

の 者 の 通 常 得 て い る 収 入 の 日 額 に 比 し て 公 正 を 欠 く と 認 め

ら れ る と き は 、 1 万 4,200 円 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て こ

れ を 増 額 し た 額 と す る こ と が で き る 。  

3・ 4 略  

別 表 (第 5 条 関 係 ) 

補 償 基 礎 額 表  

階 級  勤 務 年 数  

10年 未 満  10年 以 上 20

年 未 満  

20年 以 上  

団 長 及 び 副

団 長  

円  

12,500 

円  

13,350 

円  

14,200 

分 団 長 及 び

副 分 団 長  10,800 11,650 12,500 

(補 償 基 礎 額 ) 

第 5 条  略  

2 前 項 の 補 償 基 礎 額 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

(1) 略  

(2) 消 防 作 業 従 事 者 、救 急 業 務 協 力 者 若 し く は 水 防 従 事 者 又

は 応 急 措 置 従 事 者 (以 下 「 消 防 作 業 従 事 者 等 」 と い う 。 )が

消 防 作 業 等 に 従 事 し 、 若 し く は 救 急 業 務 に 協 力 し 、 又 は 応

急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た こ と に よ り 死 亡 し 、 負 傷 し 、 若 し

く は 疾 病 に か か り 、 又 は 消 防 作 業 等 に 従 事 し 、 若 し く は 救

急 業 務 に 協 力 し 、 又 は 応 急 措 置 の 業 務 に 従 事 し た こ と に よ

る 負 傷 若 し く は 疾 病 に よ り 死 亡 し 、 若 し く は 障 害 の 状 態 と

な っ た 場 合 に は 、 8,900 円 と す る 。 た だ し 、 そ の 額 が 、 そ

の 者 の 通 常 得 て い る 収 入 の 日 額 に 比 し て 公 正 を 欠 く と 認 め

ら れ る と き は 、 1 万 4,200 円 を 超 え な い 範 囲 内 に お い て こ

れ を 増 額 し た 額 と す る こ と が で き る 。  

3・ 4 略  

別 表 (第 5 条 関 係 ) 

補 償 基 礎 額 表  

階 級  勤 務 年 数  

10年 未 満  10年 以 上 20

年 未 満  

20年 以 上  

団 長 及 び 副

団 長  

円  

12,440 

円  

13,320 

円  

14,200 

分 団 長 及 び

副 分 団 長  10,670 11,550 12,440 
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部 長 、班 長 及

び 団 員  9,100 9,950 10,800 

備 考  

1・ 2 略  

  

部 長 、班 長 及

び 団 員  8,900 9,790 10,670 

備 考  

1・ 2 略  

附  則  

 (施行期日 ) 

1 この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。  

(経過措置 ) 

2 この条例による改正後の橋本市消防団員等公務災害補償条例第 5 条第 2 項及び別表の規定は、この条例の施

行の日以後に支給すべき事由の生じた橋本市消防団員等公務災害補償条例第 5 条第 1 項に規定する損害補償

(以下「損害補償」という。)並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第 4 条第 3

号に規定する傷病補償年金、同条第 4 号アに規定する障害補償年金及び同条第 6 号アに規定する遺族補償年

金(以下「傷病補償年金等」という。)について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償(傷病補償

年金等を除く。)及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお

従前の例による。  
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承認第 8 号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

 和解及び損害賠償の額を定めることについて、急施を要するため、地方自治

法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のとおり市長

において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、承認を求

める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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- 52 - 

 

 

 

 

   専決処分について 

 

 

 

 下記のとおり和解及び損害賠償の額を定めることについて、急施を要するた

め、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定により市長にお

いて専決処分する。 

 

 

 

   令和 6 年 4 月 12 日 専決 

 

 

           橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

相手方  

損害賠償の額 930,000 円 

事故の概要 

令和 6 年 3 月 20 日午前 11 時 50 分頃、隅田町河瀬―――

地先において、市道上に設置してあった「この先段差あ

り」の立て看板が、抑えていた土嚢袋が劣化のため破れ

て外れていたため、強風により吹き飛び、隣接地に駐車

してあった相手方車両の左側面の前方部に当たり、相手

方車両を損傷させた。 

 

 



議案第 1 号 

 

 

 

 

令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 2 号)について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市一般会計補正予算(第 2 号)を、別紙のとおり議会の議決を

求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 6 年度 橋本市一般会計補正予算（第 2 号） 

 

令和 6 年度橋本市の一般会計補正予算（第 2 号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 966,298 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 30,697,047 千円とする。 

 

２ 歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加及び変更は、「第２表 債務負担行為補正」に

よる。 

 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

橋本市長  平 木 哲 朗   

 

 

 -54-



-55-



-56-



-57-



-58-



第２表　債務負担行為補正

（追　　加）

事　　　　項 期　　間 限　度　額

橋 本 こ ど も 園 指 定 管 理 委 託 令和6年度～令和16年度 1,316,196千円

応 其 こ ど も 園 指 定 管 理 委 託 令和6年度～令和16年度 1,855,710千円

( 仮 称 ) 紀 見 こ ど も 園 機 械 警 備 委 託 令和7年度～令和11年度 4,060千円

（変　　更）

期　　間 限　度　額

シ ス テ ム 標 準 化 ・ 共 通 化 対 応 委 託 令和７年度 238,975千円

事　　　　項

補　　正　　前
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款項目

3-2-3

3-2-3

3-2-3

期　　間 限　度　額

シ ス テ ム 標 準 化 ・ 共 通 化 対 応 委 託 令和７年度 257,345千円

事　　　　項

補　　正　　後
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起　債　の　目  的 限 度 額 起債の方法

千円

脱 炭 素 化 推 進 事 業 債 2,400

証書借入
又　　は
証券発行

限 度 額 起債の方法

千円

災 害 復 旧 事 業 債 3,800

地 域 活 性 化 事 業 債 15,500

第３表　地方債補正

起　債　の　目  的
補　　　　正　　　　前

（変     更）

（追     加）

利   率 償還の方法

利   率 償還の方法

証書借入
又　　は
証券発行

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件によ
る。
ただし、市財政の都合
により据置期間及び償
還期限を短縮もしくは
繰上償還又は低利に借
換えることができる。

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件によ
る。
ただし、市財政の都合
により据置期間及び償
還期限を短縮もしくは
繰上償還又は低利に借
換えることができる。
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限 度 額 起債の方法

千円

4,700

証書借入
又　　は
証券発行

24,600

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方式
で借り入れる公的資金に
ついて、利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。

補　　　　正　　　　後

償還の方法利   率
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議案第 2 号 

 

 

 

 

令和 6 年度橋本市国民健康保険特別会計補正予算(第 1 号)につい

て 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市国民健康保険特別会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとおり

議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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令和 6 年度 橋本市国民健康保険特別会計補正予算（第 1 号） 

 

令和 6 年度橋本市の国民健康保険特別会計補正予算（第 1 号）は、次に

定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 11,286 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 7,241,516 千円とする。 

 

２ 歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

橋本市長  平 木 哲 朗   
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議案第 3 号 

 

 

 

 

令和 6 年度橋本市病院事業会計補正予算(第 1 号)について 

 

 

 

 令和 6 年度橋本市病院事業会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとおり議会の議

決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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第１条 　令和６年度橋本市病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定める

　ところによる。

第２条 　令和６年度橋本市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に

　定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

（支出） （単位：千円）

第３条 　予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を、

次のとおり追加する。

（単位：千円）

令和６年６月１０日提出

橋本市長　平木　哲朗

院内保育業務委託 令和7年度から令和9年度 92,934

令和６年度　橋本市病院事業会計補正予算（第１号）

37,865 8,454,592

科　　目 既決予定額 計

第１款 病 院 事 業 費 用 8,416,727

補正額

5,544

現金入金機賃借料

8,171,123 37,865 8,208,988第１項 医 業 費 用

令和7年度から令和11年度 1,980

限度額事　　項 期間

検体検査業務委託 令和7年度から令和11年度 1,030,150

現金回収業務委託 令和7年度から令和11年度

建物総合管理業務委託 令和7年度から令和9年度 728,112

集配金業務手数料 令和7年度から令和11年度 198
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議案第 4 号 

 

 

 

 

橋本市職員定数条例の一部を改正する条例について 

 

 

 

 橋本市職員定数条例の一部を改正する条例について、別紙のとおり定めたい

ので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市職員定数条例の一部を改正する条例 

 

橋本市職員定数条例(平成 18 年橋本市条例第 43 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次の表中下線の部分

である。 

 

改正後 改正前 

(職員の定数) 

第 2 条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 

(1)～(3) 略 

(4) 消防職員 82 人 

(5)～(10) 略 

 

(職員の定数) 

第 2 条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 

(1)～(3) 略 

(4) 消防職員 76 人 

(5)～(10) 略 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 5 号 

 

 

 

 

橋本市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例に

ついて 

 

 

 

 橋本市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例について、別

紙のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例  

 

(橋本市職員の育児休業等に関する条例の一部改正) 

第 1 条  橋本市職員の育児休業等に関する条例(平成 18 年橋本市条例第 53 号 )の一部を次のように改正する。

なお、改正部分は、次の表中下線又は太線の部分である。  

 

改正後 改正前 

(育児休業をすることができない職員) 

第2条 育児休業法第2条第1項の条例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

(1) 地方公務員法(昭和25年法律第261号)第26条の6第7項又は育児

休業法第6条第1項の規定により任期を定めて採用された職員 

(2) 橋本市職員の定年等に関する条例(平成18年橋本市条例第46

号。以下「定年条例」という。)第4条第1項又は第2項の規定によ

り引き続いて勤務している職員 

(3) 定年条例第9条第1項から第4項までの規定により異動期間(これ

らの規定により延長された期間を含む。)を延長された管理監督職

を占める職員 

(4) 橋本市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例

(平成26年橋本市条例第63号)第4条第3項の規定により任期を定め

て採用される短時間勤務職員 

(5) 略 

(育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情) 

第3条 育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情は、

次に掲げる事情とする。 

(1)～ (3) 略  

(4) 育児休業をしている職員が当該職員の負傷、疾病又は身体上若

しくは精神上の障がいにより当該育児休業に係る子を養育するこ

とができない状態が相当期間にわたり継続することが見込まれる

ことにより当該育児休業の承認が取り消された後、当該職員が当

該子を養育することができる状態に回復したこと。 

(5)～(7) 略  

(育児休業をすることができない職員) 

第2条 育児休業法第2条第1項の条例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

(1) 育児休業法第6条第1項の規定により任期を定めて採用された職

員 

(2) 橋本市職員の定年等に関する条例(平成18年橋本市条例第46号)

第4条第1項又は第2項の規定により引き続いて勤務している職員 

 

 (3) 橋本市職員の定年等に関する条例第9条第1項から第4項までの

規定により異動期間(これらの規定により延長された期間を含

む。)を延長された管理監督職を占める職員 

 

 

 

(4) 略 

(育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情) 

第3条 育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情は、

次に掲げる事情とする。 

(1)～ (3) 略   

 

 

 

 

 

(4)～(6) 略 
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(育児休業に伴う任期付採用に係る任期の更新) 

第6条 略 

(育児休業をしている職員の期末手当等の支給) 

第7条 橋本市職員の給与に関する条例(平成18年橋本市条例第62号。

以下「給与条例」という。)第19条第1項又は橋本市会計年度任用職

員の給与及び費用弁償に関する条例(令和元年橋本市条例第23号。以

下「会計年度給与条例」という。)第8条第1項若しくは第17条第1項

の規定により準用にする給与条例第19条第1項に規定するそれぞれの

基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以前6月以内の期間

において勤務した期間(規則で定めるこれに相当する期間を含む。)

がある職員には、当該基準日に係る期末手当を支給する。 

2 給与条例第20条第1項又は会計年度給与条例第8条の2第1項若しくは

第17条の2第1項の規定により準用にする給与条例第20条第1項に規定

するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基準日以

前6月以内の期間において勤務した期間がある職員には、当該基準日

に係る勤勉手当を支給する。 

第8条 略 

(育児休業をした職員の退職手当の取扱い) 

第9条 橋本市職員の退職手当に関する条例(平成18年橋本市条例第65

号。以下「退職手当条例」という。)第7条の4第1項及び第8条第4項

の規定の適用については、育児休業をした期間は、同条例第7条の4

第1項に規定する現実に職務に従事することを要しない期間に該当す

るものとする。 

2 略 

(育児短時間勤務をすることができない職員) 

第10条 育児休業法第10条第1項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

(1) 地方公務員法第26条の6第7項又は育児休業法第6条第1項の規定

により任期を定めて採用された職員 

(2) 定年条例第4条第1項又は第2項の規定により引き続いて勤務し

ている職員 

(3) 定年条例第9条の規定により異動期間(同条の規定により延長さ

れた期間を含む)を延長された管理監督職を占める職員 

(育児休業法第10条第1項ただし書の条例で定める特別の事情) 

(任期付採用職員の任期の更新) 

第5条の2 略 

(期末手当等の支給) 

第5条の3 橋本市職員の給与に関する条例(平成18年橋本市条例第62

号。以下「給与条例」という。)第19条第1項に規定するそれぞれの

基準日に育児休業をしている職員(地方公務員法(昭和25年法律第261

号)第22条の2第1項に規定する会計年度任用職員を除く。)のうち、

基準日以前6月以内の期間において勤務した期間(規則で定めるこれ

に相当する期間を含む。)がある職員には、当該基準日に係る期末手

当を支給する。 

 

2 給与条例第20条第1項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をし

ている職員のうち、基準日以前6月以内の期間において勤務した期間

がある職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。  

 

 

第6条 略 

(育児休業をした職員の退職手当の取扱い) 

第7条 橋本市職員の退職手当に関する条例(平成18年橋本市条例第65

号)第7条の4第1項及び第8条第4項の規定の適用については、育児休

業をした期間は、同条例第7条の4第1項に規定する現実に職務に従事

することを要しない期間に該当するものとする。 

 

2 略 
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第11条 育児休業法第10条第1項ただし書の条例で定める特別の事情

は、次に掲げる事情とする。 

(1) 育児短時間勤務(育児休業法第10条第1項の育児短時間勤務をい

う。以下同じ。)をしている職員が、産前の休業を始め、又は出産

したことにより当該育児短時間勤務の承認が効力を失った後、当

該産前の休業又は出産に係る子が第3条第1号ア又はイに掲げる場

合に該当することとなったこと。 

(2) 育児短時間勤務をしている職員が、第14条第1号に掲げる事由

に該当したことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された

後、同号に規定する承認に係る子が第3条第2号ア又はイに掲げる

場合に該当することとなったこと。 

(3) 育児短時間勤務をしている職員が休職又は停職の処分を受けた

ことにより当該育児短時間勤務の承認が効力を失った後、当該休

職又は停職の期間が終了したこと。 

(4) 育児短時間勤務をしている職員が当該職員の負傷、疾病又は身

体上若しくは精神上の障がいにより当該育児短時間勤務に係る子

を養育することができない状態が相当期間にわたり継続すること

が見込まれることにより当該育児短時間勤務の承認が取り消され

た後、当該職員が当該子を養育することができる状態に回復した

こと。 

(5) 育児短時間勤務の承認が、第14条第2号に掲げる事由に該当し

たことにより取り消されたこと。 

(6) 育児短時間勤務(この号の規定に該当したことにより当該育児

短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。)の終了後、3

月以上の期間を経過したこと(当該育児短時間勤務をした職員が、

当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短時間勤務により当該

子を養育するための計画について育児短時間勤務計画書により任

命権者に申し出た場合に限る。)。 

(7) 配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居した

こと、育児短時間勤務に係る子について保育所等における育児の

利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われな

いことその他の育児短時間勤務の終了時に予測することができな

かった事実が生じたことにより当該育児短時間勤務に係る子につ

いて育児短時間勤務をしなければその養育に著しい支障が生じる
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こととなったこと。 

(育児休業法第10条第1項第5号の条例で定める勤務の形態) 

第12条 橋本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例(平成18年橋本市

条例第52号。以下「勤務時間条例」という。)第4条第1項の規定の適

用を受ける職員に係る育児休業法第10条第1項第5号の条例で定める

勤務の形態は、次の各号に掲げる勤務の形態(育児休業法第10条第1

項第1号から第4号までに掲げる勤務の形態を除き、勤務日が引き続

き規則で定める日数を超えず、かつ、1回の勤務が規則で定める時間

を超えないものに限る。)とする。 

(1) 4週間ごとの期間につき8日以上を週休日とし、当該期間につき

1週間当たりの勤務時間が19時間25分、19時間35分、23時間15分又

は24時間35分となるように勤務すること。 

(2) 4週間を超えない期間につき1週間当たり1日以上の割合の日を

週休日とし、当該期間につき1週間当たりの勤務時間が19時間25

分、19時間35分、23時間15分又は24時間35分となるように勤務す

ること。 

(育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求手続) 

第13条 育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求は、規則で定め

る育児短時間勤務承認請求書により、育児短時間勤務を始めようと

する日又はその期間の末日の翌日の1月前までに行うものとする。 

(育児短時間勤務の承認の取消事由) 

第14条 育児休業法第12条において準用する育児休業法第5条第2項の

条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。 

(1) 育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務に

係る子以外に係る育児短時間勤務を承認しようとするとき。 

(2) 育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務の

内容と異なる内容の育児短時間勤務を承認しようとするとき。 

(育児短時間勤務をしている職員についての給与条例の特例) 

第15条 育児短時間勤務をしている職員についての給与条例の規定の

適用については、次の表の左欄に掲げる同条例の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

読 み 替 え

る 条 文  

読 み 替 え

ら れ る 字

句  

読 み 替 え る 字 句  
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第9条第1

項 

決定する 決定するものとし、その者の給料月額は、そ

の者の受ける号給に応じた額に、勤務時間条

例第2条第2項の規定により定められたその者

の勤務時間を同条第1項に規定する勤務時間で

除して得た数(以下「育児算出率」という。)

を乗じて得た額(その額に1円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額)とする 

第9条第2

項及び第

10条第2項 

決定する 決定するものとし、その者の給料月額は、そ

の者の受ける号給に応じた額に、育児算出率

を乗じて得た額(その額に1円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額)とする 

第10条第7

項 

勤務時間

条例第2

条第2項

の規定に

より定め

られた当

該定年前

再任用短

時間勤務

職員の勤

務時間を

同条第1

項に規定

する勤務

時間で除

して得た

数 

育児算出率 

第14条の2

第2項第2

号ただし

書 

定年前再

任用短時

間勤務職

員 

地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3

年法律第110号)第10条第1項に規定する育児短

時間勤務をしている職員(以下「育児短時間勤

務職員」という。) 
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第16条第1

項 

支給する 支 給 す る 。 た だ し 、 育 児 短 時 間 勤 務 職 員

が 、 第 1号 に 掲 げ る 勤 務 で 正 規 の 勤 務 時 間

を 超 え て し た も の の う ち 、 そ の 勤 務 の 時

間 と そ の 勤 務 を し た 日 に お け る 正 規 の 勤

務 時 間 と の 合 計 が 7時 間 45分 に 達 す る ま で

の 間 の 勤 務 に あ っ て は 、 同 条 に 規 定 す る

勤 務 1時 間 当 た り の 給 与 額 に 100分 の 100

（ そ の 勤 務 が 午 後 10時 か ら 翌 日 の 午 前 5時

ま で の 間 で あ る 場 合 は 、 100分 の 125） を

乗 じ て 得 た 額 と す る  

第16条第5

項 

支給する

ことを要

しない 

支給することを要しない。ただし、当該時間

が橋本市職員の育児休業等に関する条例(平成

18年橋本市条例第53号)第15条の規定により読

み替えられた第1項ただし書に規定する7時間

45分に達するまでの間の勤務に係る時間であ

る場合にあっては、第6条に規定する勤務1時

間当たりの給与額に100分の150(その時間が午

後10時から翌日の午前5時までの間である場合

は、100分の175)から100分の100(その時間が

午後10時から翌日の午前5時までの間である場

合は、100分の125)を減じた割合を乗じて得た

額とする 

第19条第4

項及び第5

項並びに

第20条第3

項 

給料の月

額 

給料の月額を育児算出率で除して得た額 

 

 

 

(育児休業法第17条の条例で定めるやむを得ない事情等) 

第16条 育児休業法第17条の条例で定めるやむを得ない事情は、次に

掲げる事情とする。 

(1) 過員を生ずること。 

(2) 当該育児短時間勤務に伴い任用されている短時間勤務職員(育

児休業法第18条第1項の規定により採用された同項に規定する短時
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間勤務職員をいう。以下同じ。)を短時間勤務職員として引き続き

任用しておくことができないこと。 

(育児短時間勤務の例による短時間勤務に係る職員への通知) 

第17条 任命権者は、育児休業法第17条の規定による短時間勤務をさ

せる場合又は当該短時間勤務が終了した場合には、職員に対し、書

面によりその旨を通知しなければならない。 

(育児短時間勤務等をした職員の退職手当の取扱い) 

第18条 退職手当条例第7条の4第1項及び第8条第4項の規定の適用につ

いては、育児短時間勤務又は育児休業法第17条の規定による短時間

勤務(以下「育児短時間勤務等」という。)をした期間は、退職手当

条例第7条の4第1項に規定する現実に職務に従事することを要しない

期間に該当するものとする。 

2 育児短時間勤務等をした期間についての退職手当条例第8条第4項の

規定の適用については、同項中「その月数の2分の1に相当する月

数」とあるのは、「その月数の3分の1に相当する月数」とする。 

3 育児短時間勤務の期間中の退職手当条例の規定による退職手当の計

算の基礎となる給料月額は、育児短時間勤務等をしなかったと仮定

した場合の勤務時間により勤務したときに受けるべき給料月額とす

る。 

(育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用に係る任期の更新) 

第19条 第6条の規定は、短時間勤務職員の任期の更新について準用す

る。 

第20条 略 

(部分休業の承認) 

第21条 略 

2 労働基準法第67条の規定による育児時間(以下「育児時間」とい

う。)又は勤務時間条例第15条の2の規定による介護時間の承認を受

けて勤務しない職員(非常勤職員を除く。)に対する部分休業の承認

については、1日につき2時間から当該育児時間又は当該介護時間の

承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行う

ものとする。 

 

3 略 

(部分休業をしている職員の給与の取扱い) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第8条 略 

(部分休業) 

第9条 略 

2 労働基準法第67条の規定による育児時間(以下「育児時間」とい

う。)又は橋本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例(平成18年橋

本市条例第52号)第15条の2の規定による介護時間の承認を受けて勤

務しない職員(非常勤職員を除く。)に対する部分休業の承認につい

ては、1日につき2時間から当該育児時間又は当該介護時間の承認を

受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものと

する。 

3 略 
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第22条 略 

(部分休業の承認の取消事由) 

第23条 第14条の規定は、部分休業について準用する。 

第24条 略 

 

第10条 略 

 

第11条 第5条の規定は、部分休業について準用する。 

第12条 略 

(橋本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例) 

第 2 条  橋本市職員の勤務時間、休暇等に関する条例 (平成 18 年橋本市条例第 52 号 )の一部を次のように改正

する。なお、改正部分は、次の表中下線の部分である。  

 

改正後 改正前 

(1週間の勤務時間) 

第2条 略 

2 地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年法律第110号。以下

「育児休業法」という。)第10条第3項の規定により同条第1項に規定

する育児短時間勤務(以下「育児短時間勤務」という。)の承認を受

けた職員(同法第17条の規定による短時間勤務をすることとなった職

員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。)の1週間当たり

の勤務時間は、当該承認を受けた育児短時間勤務の内容(同法第17条

の規定による短時間勤務をすることとなった職員にあっては、同条

の規定によりすることとなった短時間勤務の内容。以下「育児短時

間勤務等の内容」という。)に従い、任命権者が定める。 

3 地方公務員法第22条の4第1項に規定する短時間勤務の職を占める職

員(以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。)の勤務時間は、

第1項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、4週間を超えない期間

につき1週間当たり15時間30分から31時間までの範囲内で、任命権者

が定める。 

4 育児休業法第18条第1項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の

採用に関する法律(平成14年法律第48号)第5条の規定により採用され

た職員(以下「任期付短時間勤務職員」という。)の勤務時間は、第1

項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、4週間を超えない期間につ

き1週間当たり31時間までの範囲内で、任命権者が定める。 

5 任命権者は、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要により前各項

(1週間の勤務時間) 

第2条 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 地方公務員法第22条の4第1項に規定する短時間勤務の職を占める職

員(以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。)の勤務時間は、

前項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、4週間を超えない期間に

つき1週間当たり15時間30分から31時間までの範囲内で、任命権者が

定める。 

3 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律(平成14年

法律第48号)第5条の規定により採用された職員(以下「任期付短時間

勤務職員」という。)の勤務時間は、第1項の規定にかかわらず、休

憩時間を除き、4週間を超えない期間につき1週間当たり31時間まで

の範囲内で、任命権者が定める。 

4 任命権者は、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要により前3項
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に規定する勤務時間を超えて勤務することを必要とする職員の勤務

時間について、市長の承認を得て、別に定めることができる。 

(週休日及び勤務時間の割振り) 

第3条 日曜日及び土曜日は、週休日(勤務時間を割り振らない日をい

う。以下同じ。)とする。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職員

等については、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、

これらの日に加えて、月曜日から金曜日までの5日間において週休日

を設けるものとし、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員については、これらの日に加えて、月曜日から金曜日まで

の5日間において、週休日を設けることができる。 

2 任命権者は、月曜日から金曜日までの5日間において、1日につき7

時間45分の勤務時間を割り振るものとする。ただし、育児短時間勤

務職員等については、1週間ごとの期間について、当該育児短時間勤

務等の内容に従い、1日につき7時間45分を超えない範囲内で勤務時

間を割り振るものとし、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短

時間勤務職員については、1週間ごとの期間について、1日につき7時

間45分を超えない範囲内で勤務時間を割り振るものとする。 

第4条 略 

2 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤務時間の割振りを定め

る場合には、規則の定めるところにより、4週間ごとの期間につき8

日の週休日(育児短時間勤務職員等にあっては、8日以上で当該育児

短時間勤務等の内容に従った週休日、定年前再任用短時間勤務職員

及び任期付短時間勤務職員にあっては、8日以上の週休日)を設けな

ければならない。ただし、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要

(育児短時間勤務職員等にあっては、当該育児短時間勤務等の内容)

により、4週間ごとの期間につき8日(育児短時間勤務職員等、定年前

再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、8日以

上)の週休日を設けることが困難である職員について、市長と協議し

て、規則の定めるところにより、4週間を超えない期間につき1週間

当たり1日以上の割合で週休日(育児短時間勤務職員等にあっては、4

週間を超えない期間につき1週間当たり1日以上の割合で当該育児短

時間勤務等の内容に従った週休日)を設ける場合には、この限りでな

い。 

(正規の勤務時間以外の時間における勤務) 

に規定する勤務時間を超えて勤務することを必要とする職員の勤務

時間について、市長の承認を得て、別に定めることができる。 

(週休日及び勤務時間の割振り) 

第3条 日曜日及び土曜日は、週休日(勤務時間を割り振らない日をい

う。以下同じ。)とする。ただし、任命権者は、定年前再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員については、これらの日に加え

て、月曜日から金曜日までの5日間において、週休日を設けることが

できる。 

 

 

2 任命権者は、月曜日から金曜日までの5日間において、1日につき7

時間45分の勤務時間を割り振るものとする。ただし、定年前再任用

短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員については、1週間ごとの

期間について、1日につき7時間45分を超えない範囲内で勤務時間を

割り振るものとする。 

 

 

第4条 略 

2 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤務時間の割振りを定め

る場合には、規則の定めるところにより、4週間ごとの期間につき8

日(定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあって

は、8日以上)の週休日を設けなければならない。ただし、職務の特

殊性又は当該公署の特殊の必要により、4週間ごとの期間につき8日

(定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあって

は、8日以上)の週休日を設けることが困難である職員について、市

長と協議して、規則の定めるところにより、4週間を超えない期間に

つき1週間当たり1日以上の割合で週休日を設ける場合には、この限

りでない。 

 

 

 

 

 

(正規の勤務時間以外の時間における勤務) 
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第8条 任命権者は、市長(労働基準法(昭和22年法律第49号)別表第1第

1号から第10号まで及び第13号から第15号までに掲げる事業にあって

は労働基準監督署長)の許可を受けて、第2条から第5条までに規定す

る勤務時間(以下「正規の勤務時間」という。)以外の時間において

職員に設備等の保全、外部との連絡及び文書の収受を目的とする勤

務その他の規則で定める断続的な勤務をすることを命ずることがで

きる。ただし、当該職員が育児短時間勤務職員等である場合にあっ

ては、公務の運営に著しい支障が生ずると認められる場合として規

則で定める場合に限る。 

2 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合には、正規

の勤務時間以外の時間において職員に前項に掲げる勤務以外の勤務

をすることを命ずることができる。ただし、当該職員が育児短時間

勤務職員等である場合にあっては、公務の運営に著しい支障が生ず

ると認められる場合として規則で定める場合に限る。 

(時間外勤務代休時間) 

第8条の2 略 

(育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務) 

第8条の3 任命権者は、次の各号に掲げる職員が、規則の定めるとこ

ろにより、その子(橋本市職員の育児休業等に関する条例(平成18年

橋本市条例第53号)第2条の2各号に掲げる者を含む。以下この項及び

次項並びに次条第1項から第3項までにおいて同じ。)を養育するため

に請求した場合には、公務の運営に支障がある場合を除き、規則の

定めるところにより、当該職員に当該請求に係る早出遅出勤務(始業

及び終業の時刻を、あらかじめ定められた特定の時刻とする勤務時

間の割振りによる勤務をいう。第3項において同じ。)をさせるもの

とする。 

(1) 小学校就学の始期に達するまでの子のある職員 

(2) 小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部に

就学している子のある職員であって、規則で定めるもの 

2 前項の規定は、第15条第1項に規定する要介護者のある職員がその

者を介護するために請求する場合に準用する。この場合において、

前項中「次の各号に掲げる職員が、規則の定めるところにより、そ

の子(橋本市職員の育児休業等に関する条例(平成18年橋本市条例第

53号)第2条の2各号に掲げる者を含む。以下この項及び次項並びに次

第8条 任命権者は、市長(労働基準法(昭和22年法律第49号)別表第1第

1号から第10号まで及び第13号から第15号までに掲げる事業にあって

は労働基準監督署長)の許可を受けて、第2条から第5条までに規定す

る勤務時間(以下「正規の勤務時間」という。)以外の時間において

職員に設備等の保全、外部との連絡及び文書の収受を目的とする勤

務その他の規則で定める断続的な勤務をすることを命ずることがで

きる。 

 

 

2 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合には、正規

の勤務時間以外の時間において職員に前項に掲げる勤務以外の勤務

をすることを命ずることができる。 

 

 

(時間外勤務代休時間) 

第8条の2 略 
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条第1項から第3項までにおいて同じ。)を養育」とあるのは「第15条

第1項に規定する要介護者のある職員が、規則の定めるところによ

り、当該要介護者を介護」と読み替えるものとする。 

3 前2項に規定するもののほか、早出遅出勤務に関する手続その他の

早出遅出勤務に関し必要な事項は、規則で定める。 

(育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限) 

第8条の4 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職

員(職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜(午後10時から翌

日の午前5時までの間をいう。以下この項において同じ。)において

常態として当該子を養育することができるものとして規則で定める

者に該当する場合における当該職員を除く。)が、規則で定めるとこ

ろにより、当該子を養育するために請求した場合には、公務の正常

な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせてはならな

い。 

 

 

2・3 略 

4 前3項の規定は、第15条第1項に規定する要介護者を介護する職員に

ついて準用する。この場合において、第1項中「小学校就学の始期に

達するまでの子のある職員(職員の配偶者で当該子の親であるもの

が、深夜(午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以下この項

において同じ。)において常態として当該子を養育することができる

ものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除

く。)が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは

「第15条第1項に規定する要介護者のある職員が、規則で定めるとこ

ろにより、当該要介護者を介護」と、「深夜における」とあるのは

「深夜(午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。)における」

と、第2項中「3歳に満たない子のある職員が、規則で定めるところ

により、当該子を養育」とあるのは「第15条第1項に規定する要介護

者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介

護」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員(職

員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育す

ることができるものとして規則で定める者に該当する場合における

当該職員を除く。以下この項において同じ。)が、規則で定めるとこ

 

 

 

 

 

(育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限) 

第8条の3 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子(橋本市職

員の育児休業等に関する条例(平成18年橋本市条例第53号)第2条の2

各号に掲げる者を含む。以下この項から第3項までにおいて同じ。)

のある職員(職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜(午後10

時から翌日の午前5時までの間をいう。以下この項において同じ。)

において常態として当該子を養育することができるものとして規則

で定める者に該当する場合における当該職員を除く。)が、規則で定

めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、公

務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせては

ならない。 

2・3 略 

4 前3項の規定は、第15条第1項に規定する要介護者を介護する職員に

ついて準用する。この場合において、第1項中「小学校就学の始期に

達するまでの子(橋本市職員の育児休業等に関する条例(平成18年橋

本市条例第53号)第2条の2各号に掲げる者を含む。以下この項から第

3項までにおいて同じ。)のある職員(職員の配偶者で当該子の親であ

るものが、深夜(午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。以下

この項において同じ。)において常態として当該子を養育することが

できるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員

を除く。)が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるの

は「第15条第1項に規定する要介護者のある職員が、規則で定めると

ころにより、当該要介護者を介護」と、「深夜における」とあるの

は「深夜(午後10時から翌日の午前5時までの間をいう。)における」

と、第2項中「3歳に満たない子のある職員が、規則で定めるところ

により、当該子を養育」とあるのは「第15条第1項に規定する要介護

者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介

護」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員(職

員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育す
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ろにより、当該子を養育」とあるのは「第15条第1項に規定する要介

護者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介

護」と読み替えるものとする。 

 

 

5 略 

(年次有給休暇) 

第12条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける休暇とし、その日数

は、一の年において、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該

各号に掲げる日数とする。 

(1) 次号及び第3号に掲げる職員以外の職員 20日(育児短時間勤務

職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員

にあっては、その者の勤務時間等を考慮し20日を超えない範囲内

で規則で定める日数) 

(2)・(3) 略 

2・3 略 

 

ることができるものとして規則で定める者に該当する場合における

当該職員を除く。以下この項において同じ。)が、規則で定めるとこ

ろにより、当該子を養育」とあるのは「第15条第1項に規定する要介

護者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介

護」と読み替えるものとする。 

5 略 

(年次有給休暇) 

第12条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける休暇とし、その日数

は、一の年において、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該

各号に掲げる日数とする。 

(1) 次号及び第3号に掲げる職員以外の職員 20日(定年前再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、その者の勤

務時間等を考慮し20日を超えない範囲内で規則で定める日数) 

 

(2)・(3) 略 

2・3 略 

 

(橋本市職員の給与に関する条例) 

第 3 条  橋本市職員の給与に関する条例(平成 18 年橋本市条例第 62 号 )の一部を次のように改正する。なお、

改正部分は、次の表中下線の部分である。  

 

改正後 改正前 

(通勤手当) 

第14条の2 略 

2 通勤手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各

号に掲げる額とする。 

 

 

 

(1) 略 

(2) 前項第2号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じて、そ

れぞれ次に掲げる額。ただし、定年前再任用短時間勤務職員のう

(通勤手当) 

第14条の2 略 

2 通勤手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各

号に掲げる額とする。ただし、定年前再任用短時間勤務職員のう

ち、1月当たりの通勤回数を考慮して規則で定める職員にあっては、

その額から、その額に規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額

とする。 

(1) 略 

(2) 前項第2号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じて、そ

れぞれ次に掲げる額 
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ち、1月当たりの通勤回数を考慮して規則で定める職員にあって

は、その額から、その額に規則で定める割合を乗じて得た額を減

じた額とする。 

ア～ス 略 

(3) 略 

3 略 

  

 

 

 

ア～ス 略 

(3) 略 

3 略 

 

附  則  

この条例は、公布の日から施行し、改正後の橋本市職員の育児休業等に関する条例第7条第 1項の規定は、令

和4年 6月 1日から適用する。  
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議案第 6 号 

 

 

 

 

橋本市乳幼児医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

 

 

 橋本市乳幼児医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例について、別

紙のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市乳幼児医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

橋本市乳幼児医療費の支給に関する条例(平成 18 年橋本市条例第 136 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、

次の表中下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

(支給対象者) 

第 3 条 この条例に定める乳幼児医療費の支給の対象となる者は、医療保

険各法の規定による被保険者、組合員又は被扶養者であり、かつ、市の

区域内に住所を有する乳幼児(以下「対象乳幼児」という。)の保護者を

いう。ただし、次に掲げる者は除く。 

 

 

 

 

 

 

(1)・(2) 略 

(届出の義務) 

第 7 条 受給資格者は、住所、氏名、加入保険その他受給資格等に変更が

生じた場合又は対象乳幼児の転出、死亡等受給資格を喪失する事由が生

じた場合は、速やかに市長に届け出なければならない。 

2 市長は、公簿等で前項の場合に該当することを確認したときは、職権

により必要な措置を講ずることができる。 

(調査権) 

第 9 条 市長は、必要があると認めるときは、受給資格の有無の確認、乳

幼児医療費の額の決定及び和歌山県が実施する乳幼児医療費に係る補助

事業のために必要な事項について、当該受給資格者その他関係人に対し

当該事項に関する書類その他の物件の提出を求め、若しくは当該職員を

して質問をさせ、又は住民基本台帳、課税台帳等の公簿等で確認するこ

とができる。 

 

(支給対象者) 

第 3 条 この条例に定める乳幼児医療費の支給の対象となる者(以下「支

給対象者」という。)は、医療保険各法の規定による被保険者、組合員

又は被扶養者であり、かつ、市の区域内に住所を有する乳幼児(以下

「対象乳幼児」という。)の保護者をいう。ただし、次に掲げる者は除

く。 

(1) 乳幼児の生計を維持する程度の高い者の前年(1 月から 7 月までの

間に新たに次条の認定を受けようとする場合にあっては、前々年をい

う。以下同じ。)の所得(児童手当法施行令(昭和 46 年政令第 281 号)

第 2 条及び第 3 条の規定により算出して得た額)が、別表に定める額

以上の者 

(2)・(3) 略 

(届出の義務) 

第 7 条 受給資格者は、住所、氏名、加入保険その他受給資格等に変更が

生じた場合は、速やかに市長に届け出なければならない。 

 

 

 

(調査権) 

第 9 条 市長は、必要があると認めるときは、受給資格の有無の確認及び

乳幼児医療費の額の決定のために必要な事項について、当該受給資格者

その他関係人に対し当該事項に関する書類その他の物件の提出を求め、

若しくは当該職員をして質問をさせ、又はその同意を得て住民基本台

帳、課税台帳等の公簿で確認することができる。 
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 別表を削る。 

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和 6 年 10 月 1 日から施行する。 

 (準備行為) 

2 この条例の施行により新たに第 3 条の支給対象者となる者に係る受給資格認定の手続は、この条例の施行の日前においても

行うことができる。 
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議案第 7 号 

 

 

 

 

橋本市子ども医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

 

 

 橋本市子ども医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例について、別

紙のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

  

-90-



橋本市子ども医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

橋本市子ども医療費の支給に関する条例(平成 22 年橋本市条例第 21 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、

次の表中下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

(支給対象者) 

第 3 条 この条例に定める子ども医療費の支給の対象となる者は、医療保

険各法の規定による被保険者、組合員又は被扶養者であり、かつ、市の

区域内に住所を有する子ども(以下「対象の子ども」という。)の保護者

(保護者がない場合は、当該子どもに係る医療保険の納付義務者)とす

る。ただし、次に掲げる者は除く。 

 

 

 

 

 

(1)・(2) 略 

(届出の義務) 

第 7 条 受給資格者は、住所、氏名、加入保険その他受給資格等に変更が

生じた場合又は対象の子どもの転出、死亡等受給資格を喪失する事由が

生じた場合は、速やかに市長に届け出なければならない。 

2 市長は、公簿等で前項の場合に該当することを確認したときは、職権

により必要な措置を講ずることができる。 

(調査権) 

第 9 条 市長は、必要があると認めるときは、受給資格の有無の確認及び

子ども医療費の額の決定のために必要な事項について、当該受給資格者

その他関係人に対し当該事項に関する書類その他の物件の提出を求め、

若しくは当該職員をして質問をさせ、又は住民基本台帳等の公簿等で確

認することができる。 

 

(支給対象者) 

第 3 条 この条例に定める子ども医療費の支給の対象となる者(以下「支

給対象者」という。)は、医療保険各法の規定による被保険者、組合員

又は被扶養者であり、かつ、市の区域内に住所を有する子ども(以下

「対象の子ども」という。)の保護者(保護者がない場合は、当該子ども

に係る医療保険の納付義務者)とする。ただし、次に掲げる者は除く。 

(1) 子どもの生計を維持する程度の高い者の前年(1 月から 7 月までの

間に新たに次条の認定を受けようとする場合にあっては、前々年をい

う。以下同じ。)の所得(児童手当法施行令(昭和 46 年政令第 281 号)

第 2 条及び第 3 条の規定により算出して得た額)が、別表に定める額

以上の者 

(2)・(3) 略 

(届出の義務) 

第 7 条 受給資格者は、住所、氏名、加入保険その他受給資格等に変更が

生じた場合は、速やかに市長に届け出なければならない。 

 

 

 

(調査権) 

第 9 条 市長は、必要があると認めるときは、受給資格の有無の確認及び

子ども医療費の額の決定のために必要な事項について、当該受給資格者

その他関係人に対し当該事項に関する書類その他の物件の提出を求め、

若しくは当該職員をして質問をさせ、又はその同意を得て住民基本台

帳、課税台帳等の公簿で確認することができる。 
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 別表を削る。 

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和 6 年 10 月 1 日から施行する。 

 (準備行為) 

2 この条例の施行により新たに第 3 条の支給対象者となる者に係る受給資格認定の手続は、この条例の施行の日前においても

行うことができる。 
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議案第 8 号 

 

 

 

 

橋本市エコパーク「紀望の里」設置及び管理条例の一部を改正す

る条例について 

 

 

 

 橋本市エコパーク「紀望の里」設置及び管理条例の一部を改正する条例につ

いて、別紙のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市エコパーク「紀望の里」設置及び管理条例の一部を改正する条例 

 

橋本市エコパーク「紀望の里」設置及び管理条例(平成 22 年橋本市条例第 29 号)の一部を次のように改正する。なお、改

正部分は、次の表中太線の部分である。 

 

改正後 改正前 

別表(第 8条関係) 

 (単位：円) 

区分 浴場使用料 

一般(中学生以上) 368 

小人(3 歳以上小学生以下) 184 

本市及び伊都郡在住の 70 歳以上の者 278 

  

別表(第 8条関係) 

 (単位：円) 

区分 浴場使用料 

一般(中学生以上) 278 

小人(3 歳以上小学生以下) 139 

本市及び伊都郡在住の 70 歳以上の者 186 

  

   附 則 

この条例は、令和 6年 8月 1日から施行する。 
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議案第 9 号 

 

 

 

 

橋本市長等の市に対する損害賠償責任の一部免責に関する条例の

一部を改正する条例について 

 

 

 

 橋本市長等の市に対する損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正

する条例について、別紙のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 
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橋本市長等の市に対する損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正する条例 

 

 橋本市長等の市に対する損害賠償責任の一部免責に関する条例(令和 5 年橋本市条例第 34 号)の一部を次のように改正する。

なお、改正部分は、次の表中下線の部分である。 

 

改正後 改正前 

(最低負担額) 

第 3 条 法第 243 条の 2 の 7 第 1 項に規定する条例で定める額は、市長

等に係る基準給与年額(地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 17

3 条の 4 第 1 項第 1 号に規定する普通地方公共団体の長等の基準給与年

額をいう。)に、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数を

乗じて得た額とする。 

(1)～(4) 略 

 

(最低負担額) 

第 3 条 法第 243 条の 2 の 7 第 1 項に規定する条例で定める額は、市長

等に係る基準給与年額(地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 17

3 条第 1 項第 1 号に規定する普通地方公共団体の長等の基準給与年額を

いう。)に、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数を乗じ

て得た額とする。 

(1)～(4) 略 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 10 号 

 

 

 

 

   訴えの提起について 

 

 

 

 下記のとおり訴えを提起したいので、地方自治法(昭和 22 年法律第

67 号)第 96 条第 1 項第 12 号の規定により議会の議決を求める。 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

         橋本市長  平木 哲朗 

 

記 

 

相 手 方  

訴訟の理由 

平成 15 年 12 月 24 日から相手方が入居していた地域

優良賃貸住宅橋本駅前団地（旧再開発住宅）の家賃につ

いて、再三にわたる納付指導や催告にも関わらず滞納が続

いたため、令和 6 年 4 月１日付で契約を解除し、令和 6 年

4 月 12 日付けで明け渡しが完了している。 

再開発住宅の未払い家賃 1,137,000 円、地域優良賃貸

住宅の未払い家賃 384,000 円、契約解除の日の翌日から

明 け 渡 し の 日 ま で の 賃 料 相 当 損 害 金 47,600 円 、 計

1,568,600 円の支払いについて、相手方が支払いに応じな

いため、支払い請求の訴えを提起したい。 

訴訟の趣旨 滞納家賃及び賃料相当損害金の支払い請求 
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選第 1 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  池田 泰子 
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選第 2 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  田中 里美 
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選第 3 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  大西 敏夫 
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選第 4 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  田 征男 
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選第 5 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  藤田 和久 
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選第 6 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  林 義文 
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選第 7 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  織田 利治 
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選第 8 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  石井 政英 
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選第 9 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  平田 敬二 
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選第 10 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  米坂 佳久 
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選第 11 号 

 

 

 

 

   橋本市農業委員会委員の任命について 

 

 

 

橋本市農業委員会委員として、下記の者を任命したいので、農業委員会等に

関する法律(昭和 26 年法律第 88 号)第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

 

   令和 6 年 6 月 10 日 提出 

 

 

橋本市長  平木 哲朗 

 

 

記 

 

 

 

   氏  名  窪田 裕 
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